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第 4 章 B2B 電子取引プラットフォームの決済と物流機能―アリババの決済＆物流と
先進国との比較 
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第 4 章では、トレードカードを決済の例に、Freight Traders 、アマゾン・ジャパン、
アリババの B2C サイトであるタオバオの物流システムを物流の例にし、B2B 電子取引
プラットフォームに決済と物流機能をつけられるかどうかの考察をしてみよう。 




















第 1 章 中国の貿易志向型中小企業が電子
商取引を行う必要性と中国B2B取引の現状 








































                                                        
1李艳丽（2010）「利用EDI推动中小企业参与供应链一体化」『企業経済』NO.1 2010 
2商取引に関する情報を標準的な書式に統一して、企業間で電子的に交換する仕組みである。物
流 EDI な ど 、 現 代 物 流 シ ス テ ム と し て も 幅 広 く 応 用 さ れ て い る 。
―ISO/IEC14662-2004-05-15Information technology — Open-EDI  3.1.5 Definition of 
Electronic Data Interchange (EDI)(the automated exchange of any predefined and structured 
data for business purposes among information systems of two or more parties)   
3万国商業網有限公司は、1997 年に香港で設立された電子商取引を専門とする EC 企業である。































                                                        






参考:日本税関ホームページ http://www.customs.go.jp/shiryo/chobo.htm 2012 年 4 月 16
日アクセス  
6 
第 2 節 中国の貿易志向型中小企業の電子商取引の利用状況 
 
表 1 日中 B2B 市場規模の推移 





148 162 159 131 169 ― 
成長率（日本） ― 9.52% -1.19% -18% 24.9% ― 
中国の B2B 
市場規模（億元6） 
10043 15317 21480 30764 43777 60982 
中国の B2B 
市場規模（兆円） 
12.18 18.57 26.06 37.32 51.05 93.97 
成長率（中国） ― 52.5% 40.2% 43.2% 42.3% 39.3% 
出所：「平成 22 年度我が国情報経済社会における基盤整備」 (2011)経済産業省と中商情報網
http://www.askci.com/data/viewdata93105.html より作成 



























                                                        

















ンピュターとインターネットなどの基本設備への投資は年 10 万元（約 120 万円）未満
の企業が 70％を占めている。企業当たりのコンピュター保有台数が上昇する傾向であ





                                                        





























                                                        
8阿里巴巴（中国）网络技术有限公司 (2010) 「中国中小企业电子商务发展报告」  
9 






















































                                                                                                                                                                        
11辻秀一（2003）「電子商取引におけるセキュリティについて」『The Journal of the Institute 




13 2004 年 4 月 2 日、10 回の全国人民代表大会常務委員会の第 8 回の会議では電子署名の法草
案に審議して、2 度の修正を経て、最終は 8 月 28 日に「電子署名法」を通過して、2005 年 4































































出所：アリババサイト（www. alibaba.com）により作成 2012 年 1 月 13 日アクセス 
 
中国 B2B と B2C のリーダーと称されているアリババは、2011 年の営業収入は 64.2
億元に達し、前年度に比べ 15.5％と増え、純利潤は 16.6％増の 17.1 億元であった。そ
の中には、国際取引営業収入（アリババを利用し国際取引を行う企業の会費などの徴
収）は 37.56 億元であり、7.3％の増であった。2011 年、国際取引プラットフォームの
登録利用者は 220 万社となり、去年と比べ 31.7％と増えた15。つまり、アリババで国
際取引を行う企業数の成長は、近年一番著しいといえよう。そして、アリババの取引
                                                                                                                                                                        
ることの優先権利を持っているが、「中国ゴールド・サプライヤー」は、アリババの国際貿易
サイトの提供しているサービスである。 
15 「アリババ 2011 年年報」アリババ公式ウェブサイトを参考:  http://www.alibaba.com/ 
2012 年 4 月 30 日アクセス 
13 






























表 2: アリババのサービス内容 
サービス 内容  











































の年会費はただ最初の 2680 元から 1680 元(約 21400 円18)になり、「中国ゴールド・サ












                                                        
17 データの巨大集合やデータベースから有用な情報を抽出する技術体系である。  
















① 有料会員会費の徴収  
② ②広告費  
③キーワード検索優先リスティングオークションからの収入。 
その中で会員会費は、アリババの主要な収入となっている。中小企業向けであるの
で、2011 年時点では、「誠信通」の年会費はただ 1680 元(約 21400 円)であり、「中国
ゴールド・サプライヤー」22機能を使う年会費は 2008 年の 5 万元から 4 割引きで 3
万元となっている。広告費としては、広告サービスの資源が限られているので、会員
                                                        
19 2009 年の統計で、中国ハイテック型企業の技術革新への平均対営業収入比投入は 1%未満で
ある。アメリカは 4.02%で、日本は 3.98%である。 













第 2 節 万国商業網 
 
万国商業網は、「大中華地区」（GREAT CHINA AREA：中国語圏の大陸、台湾、香港）
















                                                        
23出所：「平成 22 年度我が国情報経済社会における基盤整備」(2011)経済産業省と中商情報網
http://www.askci.com/data/viewdata93105.html より作成 








































出所：万国商業網サイト（www.busytrade.com）により作成 2012 年 1 月 13 日アクセス 
 
                                                                                                                                                                        
際の取引額など、実際の効果に応じて会費を徴収すること。  
25 同 23 
26 金堅敏 (2007)『中国における電子商取引企業のビジネスモデル』富士通総研経済研究所 研
究レポート NO.284，2007 
19 








表 3 には、各業種の、子会社として運営されている B2B サイトとプラットフォーム
機能の B2B サイト両方を示している。 
 
表 3:中国の B2B 専門サイト 







鋼鉄 宝鋼在線（宝鋼集団有限公司） 販売 
化学製品 中国化工網 プラットフォーム 
金型 中華金型網 プラットフォーム 






















































第 1 節 アリババでの詐欺事件 
1、事件の概要 
2010 年のアリババのプラットフォームに起きた詐欺の手法として、例を挙げると、
海外買主 A はある商品を緊急に輸入したいので、アリババで供給先の B を見つけ、取































                                                        
28 新華経済網（http://www.xinhua.jp/socioeconomy/law/269851/）2012 年 5 月 23 日にアク
セス 
29 同 28 




























                                                        
31世界最大の試験認証機関であり、製品の品質・安全を検測と認証するサービスを提供する。
100 カ国以上に拠点を持ち、本部はロンドンである。  























































に関するモデル法（UNCITRAL Model Law on Electronic Commerce）においては、第



































                                                        
37 木棚照一（2009）『国際取引法』成文堂 P.288 
38 「中華人民共和国契約法」1999 年 3 月 15 日に、第 9 届全国人民代表大会で通過された。 















ヨーロッパは、1968年のブラッセル条約42（The Brussels and Convention on 
Jurisdiction and the Enforcement of Judgments in Civil and Commercial Matters）及
び1988年のルガノ条約43（Lugano Convention on Jurisdiction and the Enforcement of 






                                                        
40 同 37 





は 1988年に EFTA の加盟国のうちリヒテンシュタインを除く 6か国との間で締結された。EU・
EFTA の非加盟国がこの条約に加入することも可能であるが、ポーランドが EU 加盟前にこの
条約に加入した一例を除いてはそのような事例はない。  



























                                                        
45 齐恩平（2004）「电子合同争议的司法管辖权研究」『法学杂志』 2004 年 第 25 卷 
46 1991 年の全国人民代表大会から、現行の民事訴訟法が施行された。 
47贾九斌（2004）「借鉴美国立法经验完善我国电子商务法律体系」『黑龙江省政法管理干部学





























                                                        




















































は、アリババの取引プロセスを例にして、国連のモデルと規定（United Nations Layout 



















































































































（1）国連 United Nations Layout Key for Trade Documents の標準モデルについて 
図 6 は、国連(United Nations Layout Key for Trade Documents)の Offer/Quotation
と Order の標準モデルである。 
アリババに推薦されるフォーマットの内容（図 5）に比べて、商品原産地、積上げ
                                                        
49FOB、CIF、CFR、DDU といった取引方式とは、インコタームズ (Incoterms) と呼ばれ、国
際商業会議所 (International Chamber of Commerce: ICC) が制定した貿易条件である。1936







運賃、包装費などが含まれる。そして、Offer/Quotation については、Documents  
which, with a view to concluding a contract, sets out the conditions under  




図 5: アリババのインターネット・コミュニティで推薦される Quotation のモデル 
 










図 6：国連(United Nations Layout Key for Trade Documents)の Offer/Quotation の標準モデル 
 




図 7：国連(United Nations Layout Key for Trade Documents)の order の標準モデル 
 
出所：United Nations Layout Key for Trade Documents：Guidelines for Application 2002 
38 






















                                                        
50 Robert M. Mulligan. （1999）『EDI in foreign trade: a perspective on change and 

















EDI に関しては、国連の電子商取引におけるデータの統一業務要件仕様書の BRS が






                                                        



















































































(www.alipay.com)は中国最大のインターネット決済サービスである。2010 年 12 月、
同社はユーザー数(個人と会社)が 5.5 億人を超え、一日の取扱い件数が 850 万件、取








































































































                                                        
 




































表 5 に示すように、計画の段階に、Advanced Collaboration ソフトウェアで、供給
プランと原材料管理を行い、小売流通業、サプライヤーとその貿易相手の交流を促進
できる。Factory Xpress は梱包、スキャンと出荷の解決案を提供して、工場作業の効
率を上げられる。Procure to Pay という決済サービスで、貿易取引銀行間の決済を担い、
原材料購入と決算までの金融処理を自動的に行う。TradeCard 決済サービスの特徴と
しては、フランスの信用保険会社 COFACE と提携して、取引代金の支払を保証する。 
（2）トレードカードの信用保険付け機能 
COFACE グループは、1946 年に設立され、1994 年から完全に私有化が実現して、
今は世界トップの貿易信用保険会社となっている。90 年代からグローバル展開をはじ
め、1992 年に“信用連盟”（Credit Alliance）という信用情報システムを設立して、今
は 99 カ国で信用保険と信用情報の管理に従事している。COFACE グループは世界三







                                                        
60 ドイツの金融大手のアリアンツのグループ企業である。ユーラーヘルメスグループは世界
50 カ国に 6000 人超の社員を有し、世界の信用保険市場で最大手で、ユーロネクスト・パリ証
券取引所に上場している。 




 サービス名 内容 
計画 
(plan) 








生産(produce) Advanced Visibility 工程管理（WIP62） 
梱包・船積み 
(pack & ship) 
Factory Xpress スキャン・梱包 
ラベル作り 
事前出荷明細（ASN63） 
到 達 ・ 決 済
(delivery& payment) 

















                                                        
62Work-In-Process 製造工程にあって、まだ製品として完成していないもの。  


















タオバオは、2003 年に Alibaba が 4.5 億元を投資し設立したショッピングの B2C、
C2CWeb サイトである。2012 年現在、5 億人以上が登録して、毎年約 10 万億元以上
の取引額64を挙げている。 
タオバオは、5 社の物流会社と契約を結び、提携している。売主はタオバオに出店




の追跡を行っている。中国 EMS（国際スピード郵便）のほかに、下表の 4 社の物流会
社はタオバオの提携会社である。これらの物流会社はみんな 2000 年以後に起業した
民営企業である。 
                                                        
64「アリババ 2011 年年報」 アリババ公式ウェブサイトを参考:  http://www.alibaba.com/ 
2012 年 4 月 30 日アクセス 
50 
表 6：タオバオと提携している物流会社 
 起業時間 特徴 
順豊速運 1993年 3月 本部は香港に置かれる総合物流会社であり、国際と国内速達
および通関などの業務に携わっている。 
圓通速運 2000年 5月 上海に本部を置き、中国で最も範囲の広いネットワークを持
っている速達・物流会社であり、今は全国で 3000 か所以上
の出張所を持っている。 














































                                                        
66 「アマゾンジャパンーローカル化 物流の自前主義を日本では変更 日通をパートナーに外
部委託を実施」『LOGI-BIZ』2001.5 
67 Amazon.co.jp ヘ ル プ ： お 急 ぎ 便 の お 届 け 地 域 と 配 達 日 数
（http://www.amazon.co.jp/gp/help/customer/display.html?nodeId=200143820）2012 年 5


























                                                        
68孙海涛（2008）「浅谈基于 B2B 电子商务类型的物流交易运作模式」『商场现代化』2008 年 2
月（下旬刊）总第 531 期 










表7：Freight Tradersプラットフォームの機能及び利用技術  
Freight Tradersの物流・サプライチェーンの解決案 
 荷主と運送業者向けのB2B物流取引プラットフォーム 
IBM技術の利用 IBM WebSphere Commerce Suite→逆オークション 






































































第 1 節 タオバオ（B2C）とアリババ（B2B）の中国志向戦略 
1、B2C サイトであるタオバオ 
まずは、アリババが出資して作った B2C サイトであるタオバオについて述べる。 
                                                        
71eBay は、2000 年に中国の「易趣」を買収して、中国で電子取引プラットフォームビジネス
を展開するようになった。「易趣」は、アメリカハーバード大学を卒業した 31 歳の上海青年二




































「誠信通」の年会費はただ最初の 2680 元から 1680 元(約 21400 円73)になり、「中国ゴ























                                                        
73 2012 年 05 月 18 日のレート（100 円＝7.82 元）に参考する。 
74 2009 年の統計で、中国ハイテック型企業の技術革新への平均対営業収入比投入は 1%未満で
ある。アメリカは 4.02%で、日本は 3.98%である。 
58 
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当社が提供するサービスを展開するインターネットＷＥＢサイトの総称をいう   
「会員登録」 
本サイト上の申込ページからの申込（同意ボタンのクリック等）、当社が定める書式の
申込書への記入等、当社が定める手続によるサービスへの申込手続をいう   
「ユーザー」 
















































































ものとし、ユーザーは速やかに当社の求めに応じるものとします。   
会員 ID とパスワードの管理について 
登録時にユーザーご自身で会員 ID とパスワードを選択していただきます。会員 ID と
パスワードの管理はユーザーご自身の責任において行っていただきます。また、当社
は、会員 ID とパスワードのみをもってユーザーの本人確認を行うものとし、会員 ID
とパスワードを利用して行われた行為の責任は当該 ID を保有しているユーザーの責
任とみなします。さらに、ユーザーは次の内容に同意していただきます。   
許可なく自分の会員 ID が利用された場合、または会員 ID とパスワードが第三者に漏
洩してしまった場合にはただちに当社にご連絡ください。   
会員 ID とパスワードの第三者への漏洩や不正使用防止のため、サービスのご利用を一































































わして、別の取引先とのビジネス交渉を持つことはできません。   
ユーザーは、本サイトが使用しているいかなる装置、ソフトウェアやプログラム、ま































































条項の内容の解釈を制限するものではありません。   
本規約の解釈は、日本法にしたがって行います。   
当社はユーザーの同意なしに本規約上の地位を第三者に譲渡することができます。   
本規約に関して、当社とユーザーの間で生じた紛争については、東京地方裁判所を第
一審の専属的管轄裁判所とします。  
特約１ （アリババ ワールドパスポートサービスの申込について） 
当社が提供するサービスのうち、アリババ ワールドパスポートサービス（以下「本サ
ービス」という）の申込を行う場合、ユーザーは「本規約」および「プライバシーに
ついて」（以下「本規約等」という）と合わせて Alibaba.com が提供する『ALIBABA.COM 
GOLD SUPPLIER INTERNATIONALEDITION SERVICE AGREEMENT 』（ 以下
「SERVICE AGREEMENT」という）を遵守するものとします。  



























Alipay 国際決済は、Alipay と契約している買主および SBPS と契約しているサプライ
ヤー間でのみ提供されるサービスであるものとします。  
Alipay 国際決済について、当社において別途注意文言、説明文、FAQ 等を作成した場



























価を上限として損害賠償に応じる場合があります。   
当社がサプライヤーより受領した有償翻訳の対価は、いかなる理由においても返金し
ません。  
2002 年 10 月 18 日 制定 
2008 年 9 月 22 日 改定 
2008 年 12 月 5 日 改定 
2009 年 7 月 1 日 改定 
2010 年 6 月 1 日 改定 
